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お客様のニーズの多様化やコロナ禍に伴う社会変容といった市場環境等の変化を踏まえ、

弊社としましては、以下のような観点で運賃・料金制度の規制緩和をご検討いただきたいと

考えております。 

 

１．市場環境等の変化【資料①・②】 

 コロナ禍以前からの変化も含めて、以下のような様々な変化が生じております。 

（１）お客様や社会のニーズの多様化 

  ①安全、安心、バリアフリー化、社会福祉政策に関する要請の高まり 

  ②コロナ禍に伴う社会変容（３密回避、時差出勤、テレワーク、ワーケーション等）、及び

デジタル化の進展による MaaSや多様なサブスク商品への期待 

  ③気候変動対策への要請、炭素税や再生エネルギー賦課金等の導入の動向 

（２）セグメントごとの状況（コロナ前） 

①京阪神圏では、輸送サービス向上に伴い、都市圏域が拡大【資料③】 

②地方路線では、少子高齢化や道路整備の進捗により、ご利用が大幅に減少 

③新幹線では、運賃が自由化されている航空機と競合 

 ⇒①③で地方路線に対する内部補助を行いながら運営を維持してきた状況 

（３）コロナ禍による急激な業績悪化 

 ①運輸収入の大幅な減少（20年度：△50％）、巨額の赤字計上、長期債務は 1.7倍に増加 

  ※固定費割合が高い事業構造から、急激な減収を経費削減努力ではカバーしきれない 

  ※指定公共機関の責務として、基本的に列車の運行を継続 

 ②今後もコロナ前の水準には戻らないと想定 

 ③経営状況を踏まえ、機関投資家の運賃に対する関心も強い 

 

２．弊社としての対応 

 お客様へのサービス向上や市場環境の変化への対応の観点から、弊社としましては、運賃・

料金について、以下の対応を進めてまいりたいと考えております。 

（１）お客様へのサービス向上や市場環境の変化に対応した運賃・料金の設定【資料④】 

①バリアフリー化推進に向けて、今般創設された利用者負担制度の活用 

②通勤時間帯における分散乗車を促進するオフピーク定期の導入 

（参考）2021年４月～時差通勤ポイント付与サービスの実証実験 

③個々のお客様のニーズに対応した新たな定期券サービスの検討（期間や日数等の組合せ） 

⇒上記①②③を踏まえ、京阪神圏において、複雑な運賃体系のシンプル化と需要に応じ

た価格設定を可能とする運賃体系への変更 

④特急列車での分散乗車ニーズに対応した、繁閑料金の適切な設定（季節や曜日ごと） 

（２）市場環境や経営状況を踏まえた運賃・料金の見直し 

  ①市場環境を踏まえて、届出で可能な範囲による運賃・料金の見直しの検討 

②今後のご利用状況を踏まえて、基本運賃の引き上げについて慎重に検討 

 



３．現行制度に対する課題認識 

 上記の対応を進める上で、現行制度には、以下のような課題があると認識しております。 

（１）認可申請の対象が全社単位のみ、かつ、改定までに長期間を要すること 

①京阪神圏では、国鉄から複雑な運賃体系を継承しているが、その後の都市圏域の拡大に

よりお客様のご利用状況と運賃体系が必ずしも合致していない状況にあること 

②変動価格制によるご利用の平準化やバリアフリー整備の対応を円滑に実現するには、上

限認可額及び適用エリアの柔軟な見直しが必要であること【資料⑤】 

  ③現行の運賃・料金改定スキームは「全路線」の「収支」を一律審査する硬直的な仕組み

であり、上限認可額の見直しに柔軟かつタイムリーに対応できないこと 

（２）外部要因による急激な減収やインフレの局面への対処が困難であること 

 ①現行制度では、運賃改定後における３年間の収支見通しを元にした審査が必要であり、

急激な減収局面では、過年度の赤字分をカバーすることができないこと 

②様々な分野で物価が上昇しつつあるが、現行制度ではインフレ局面に対応しづらいこと 

（３）対抗輸送機関と比較し、規制の程度に差異があること 

 ○鉄道事業においては、対抗輸送機関と比較し価格に関する自由度が低いため、お客様の

ニーズに応じた柔軟な商品設定がしづらいこと 

 

４．お客様の利便性向上に向けてご検討いただきたいこと 

 特に（１）（２）について、速やかに対処いただくことを切にお願いいたします。 

（１）収入超過を前提としない場合における、認可審査の見直し 

○都市圏のご利用状況に適した運賃体系の実現に向けた特例的な認可または届出化 

※「全路線」の「収支」による審査ではなく、「関係するエリアや時間帯」の「収入」に

対する審査による特例的な認可または届出での改定が実現できるよう、ご検討をお願

いいたします 

（２）認可対象となっている運賃・料金の一部見直し 

○新幹線のご利用の平準化を図るため、上限認可されている「新幹線自由席特急料金」に 

繁閑料金の設定（届出による加減算）を可能とするよう、ご検討をお願いいたします 

（３）新たなサービス提供に資する規制緩和の促進 

例：航空運賃と同じ程度への規制緩和、普通運賃を基にした定期運賃の届出化 

 

５．社会経済情勢に対応するためにご検討いただきたいこと 

（１）外部要因による急激な減収への時限的な対処 

①運賃改定時の収入算定期間に、急激な減収期間を含めた審査（遡及適用） 

②急激な減収局面に際して、臨時的に運賃が加算できる仕組みの検討 

（２）社会福祉政策に応じて実施する割引運賃への補填 

（３）気候変動対策として、鉄道の利用促進政策、炭素税等の減免など 

 

お客様や社会の様々なニーズや課題に対応しながら、将来にわたり持続的な輸送サービス

を提供できる環境を整えていただくために、上記の４・５の項目について、是非ともご検討

いただきますようよろしくお願い申し上げます。 



２０２２年３月１日

交通政策審議会陸上交通分科鉄道部会

鉄道運賃・料金制度のあり方に関する小委員会

（第２回）

ご説明補足資料



【資料①】 コロナ禍のご利用状況
※2020年1月～2021年1月は前年同日比
※2021年2月～は前々年同日比
※2022年2月～は2019年同日比

（％）◆ご利用状況推移
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【資料②】 経営状況



JR難波

播州赤穂

相生 尼崎

新大阪

京都

山科

近江塩津

米原

南草津

柘植

木津

奈良

高田

王寺

久宝寺

京橋

天王寺

鳳東羽衣

関西空港

日根野

和歌山

桜島

西九条

神戸

和田岬

園部

姫路

長尾

宝塚
高槻

北新地

堅田
亀岡

城陽

加茂

和歌山市

加古川

亀山

谷川

和田山

福知山

綾部

三ノ宮

【凡 例】
･･･ 大阪環状線内
･･･ 電車特定区間
･･･ 幹線
･･･ 地方交通線

大阪西明石

乗車人員（JR神戸線） 人/日

乗車人員（琵琶湖線） 人/日

【資料③】 京阪神エリアの運賃区分

駅名 Ｓ61 Ｒ1 増減率

姫 路 40,557 51,763 128％

加古川 15,671 23,989 153％

大久保 12,262 20,001 163％

駅 名 Ｓ61 Ｒ１ 増減率

山 科 21,614 34,963 162％

南草津 ― 30,443 ―

草 津 26,466 29,569 112％

野 洲 11,019 15,313 139％

・ 会社発足後の輸送改善により、京阪神エリアは都市圏域が拡大

・ 京阪神エリアには国鉄時代からの複数の運賃区分が混在

・ 同レベルの輸送サービス提供エリアには共通運賃が望ましい

新三田

乗車人員（JR宝塚線） 人/日

駅 名 Ｓ61 Ｒ1 増減率

新三田 510 13,991 2,743％

宝 塚 6,276 29,710 473％

伊 丹 3,119 25,047 803％

野洲

伊丹

大久保

草津

放出



【資料④】 コロナ影響を踏まえた、新たなニーズへの対応

■時差通勤ポイント付与サービスの実施（2021年4月～）

・平日朝ラッシュタイムのピークシフトと混雑緩和による

お客様の安心感向上

・時間帯別運賃導入に向けたテストマーケティング

・列車ダイヤ見直しによるコスト構造改革の推進

■季節別指定席特急料金の見直し（届出）

・混雑を避けて安心・快適に鉄道をご利用いただくため、

ご利用時期に応じて、繁閑料金を４段階化(北陸新幹線)

・年末年始やＧＷ・お盆期間などのピーク期間の前後に

ご利用いただきやすい価格を設定 ※2022年4月～実施

■デジタルを通じた価値創造

・お客様の移動や生活、観光を便利にシームレスにつなぐMaaSを

行政や企業等と一体となり推進

・MaaSアプリ「WESTER」やICOCAを活用した、スポーツ等を

通じた地域経済の活性化と公共交通の利用促進



○変動運賃制（オフピーク定期等）やバリアフリー利用者負担制度を活用する
場合には、ご利用状況に合わせて、加算対象のエリアを設定する必要がある

○同一運賃区分内で加算境界を設定した場合、距離の短い内方の運賃が高く
なる「価格逆転」が生じうる

○この不都合の解消には、「運賃区分」と「加算対象」エリアの一致が必要

【資料⑤】 価格逆転について

（例）

1,000円 ×内方区間の方が
価格が高くなる

B駅 C駅Ａ駅

1,000円 ⇒1,010円

内で10円の加算を行う場合（加算エリア）

電車特定区間

幹線区間

「京阪神エリアの運賃区分の変更」を行いたい


